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はじめに

昨今，「食料安全保障」という言葉への関心

が高まっている。その背景には，主要農産物の

輸出国であるウクライナとロシア連邦との紛争

により，生産や流通が停滞し，世界的な食料価

格高騰に繋がり，世界中に大きな打撃を与え

る，という懸念すべき構図がある。実際にウク

ライナ・ロシア紛争により，世界の飢餓人口は

新たに 800 万から 1,300 万人増加すると言われ

る。今日，確かに世界は食料安全保障の大きな

課題に直面している。しかし我々が今日，目に

する飢餓や食料安全保障の問題は，ウクライ

ナ・ロシア紛争が始まる前から深刻な状況に

あったのである。

世界は 2030 年までに飢餓をゼロにすること

を目標としているが，ウクライナ危機前の

2021 年の飢餓人口は世界で最大 8 億 2,800 万

人で新型コロナウイルスの感染拡大前に比べ 1

億 5,000 万人急増した2)。この何十年ぶりの急

増の背景には，新型コロナウイルスの感染拡大

による経済ショックや異常気象，そして様々な

国での紛争がある。

その課題に拍車をかける形でウクライナ・ロ

シア紛争が勃発，世界の食料安全保障は，昨年
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ウクライナ・ロシア紛争を起因に，食料不安への懸念が世界で急速に高まっている。そもそも，ウクライナ

危機前から，新型コロナウイルス感染拡大による経済ショックや気候変動による異常気象，既存の紛争によ

り，世界の飢餓人口は増加の傾向にあった。飢餓を撲滅するという持続可能な開発目標の第二目標（SDG2）

には逆行していたのである。そのうえ，穀物や肥料などを国際的に取引する市場は限定された生産国の供給に

世界の大多数の国々が依存する脆弱的な構造で成り立っている。そのような市場で重要な役割を果たす主要輸

出国間の紛争勃発となったため，世界の食料安全保障への影響は計り知れない。本稿では，その多様で複雑な

影響を理解するため，波及経路である「リスク」に注目する。貿易関連リスク，価格関連リスク，物流リス

ク，生産リスク，エネルギー・リスク，為替・債務・成長のリスク，そして人道上のリスクである。ウクライ

ナ・ロシア紛争という「振動」を，これらのリスクが異なった地震波として拡散し伝えることで遠く離れた国

や世界に大きな「揺れ」として到達してしまう現状を説明したい。



よりもさらに一層厳しい局面を迎えている。

「世界レベルの食料の大惨事になる可能性があ

る」と，国連事務総長が強い警告を発する段階

にまで達した3)。なぜ，ウクライナ・ロシア紛

争は，食料安全保障に大きな負の影響を与える

のだろうか？ 最初に，食料安全保障とは何か

を確認し，飢餓の背景にある要因の理解から始

めたい。

Ⅰ 食料安全保障とは

英語では Food Security という。持続可能

な開発目標（Sustainable Development Goals,

SDGs）は国際社会が 2030 年までに達成しよう

と合意した世界の共通目標であるが，飢餓をゼ

ロにするという第二目標（SDG2）を考える上

で，食料安全保障は不可欠な概念だ。様々な定

義があるが，以下は 1996 年の世界食料サミッ

ト4) で確立した。

すべての人が，いかなる時にも，活動的で健

康的な生活に必要な食生活上のニーズと嗜好を

満たすために，十分で安全かつ栄養ある食料

を，物理的，社会的及び経済的にも入手可能で

あるときに達成される状況。

下記四つの要素が重要となる。

1）供給（availability）十分な量と質の食料が

生産されているか

2）入手可能性（access）消費者の手の届く場

所や値段で供給されるか

3）利用（Utilization）入手したものを正しく

消費できるか（栄養価を損なわないなど）

4）安定（Stability）時期や季節に関係なく必

要とする栄養を入手できるか

この四要素がすべて満たされて，始めて食料

安全保障が実現したと言える。どれか一つでも

欠けている場合には，食料安全保障は実現した

と言えない。供給される食料の質や量，市場価

格，供給先，供給の安定性や季節性，代替産品

の有無，消費者の知識，などが重要となる。生

産だけを確保しても不十分で，加工，流通，販

売，消費，廃棄など，食料のサプライチェーン

の全工程がうまく連動して始めて実現する。そ

れぞれの工程に対し，経済・社会状況，人々の

所得，知識，健康状態，政策や自然環境など

が，複雑に影響を与えると考えられる。

Ⅱ 農産物市場の現状とリスク

なぜ，遠く離れた国での紛争が，世界各地の

飢餓人口を増加させるのか？ 農産物や肥料の

国際的な市場は紛争前からどのような構造に

あったのか，を確認する必要がある。

1．限定された輸出国と市場の脆弱的な構造

ロシア連邦とウクライナは，世界の主要農産

物の生産国である。特に，穀物の生産では大き

な役割を果たしている。両国を合わせると，大

麦では世界の生産の 19％，小麦は 14％，トウ

モロコシは 4％に相当する（2016/2017 作物年

〜2020/2021 作物年の平均値）。また，ひまわ

り油に関しては両国合わせると，世界の生産の

半分以上を担う（同上時期）（図表1）。

ロシア連邦とウクライナは生産だけではな

く，国際的な貿易取引においても重要な役割を

果たす。両国はいずれも農産物の純輸出国で，

食料の国際市場を先導する立場にある。2021

年の小麦とメスリン（小麦とライ麦を混合した

もの）の輸出に関しては，ロシア連邦が 3,290

万㌧で世界の輸出量の 18％を占め，世界第一

位である。ウクライナは 2,000 万㌧で世界市場
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の約 10％を占める。ひまわり油の場合，両国

合わせての市場シェアは 7 割を超える。肥料の

輸出では，ロシア連邦の役割は大きく，窒素質

肥料では世界第一位，カリウム肥料は世界第二

位，リン酸質肥料では世界第三位である（両国

の主要産品の輸出量をまとめた図表 2と図表

3参照）。

概して，食料や農産物の国際市場では，生

産・輸出する国が限定されているのが現状だ。

したがって，経済ショックや災害，紛争などの

不安定要因に影響を受けやすい構造である。そ

こに，他でもない世界の供給を牽引する輸出大

国二カ国間の紛争が発生，国際市場に大きな打

撃を与えた。

一方，どのような国が両国から食料を，ロシ

ア連邦から肥料を輸入していたのか？ それは

食料自給率の低い国，そしてその多くが後発開

発途上国（Least Developed Country, LDC）や

低所得食料不足国（Low-Income Food-Deficit

Country）である。例えば，LDCであるエリト

リアは 2021 年，自国の小麦の需要をすべてロ

シア連邦（53％）とウクライナ（47％）からの

輸入でまかなっている。

ロシア連邦とウクライナの小麦に依存する

国々（図表 4）や，ロシア連邦産の肥料に依

存する国々（図表 5）は多く，その多くが北

アフリカや西アジア，中央アジアの国である。

小麦の純輸入国 30カ国以上が，自国の小麦の

需要の 3割以上をロシア連邦やウクライナから

輸入している。そのうち，26 カ国は輸入の

50％以上をロシア連邦・ウクライナの両国に依

存している。また，肥料の純輸入国の多くが南

米や東欧，中央アジアの国で，3種類の肥料す

べてについて，ロシア連邦から 3割以上を輸入

している場合が多い。

少数の生産・輸出国，そして，限定された国

からの輸入に依存する自給率の低い国々。この

ような既存の国際的な農産物や食料の市場の構

造そのものに，不安定要因に打ち勝てない脆弱

さが，隠されていたと言える。

2．紛争から生じるリスク：食料安全保障へ

の与える波及経路

ウクライナ・ロシア紛争が，潜在的に脆弱な
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特集1 ウクライナ危機と世界経済への影響

図表1 世界におけるロシア・ウクライナの主要作物の生産シェア（2016/17 期-2020/21期平均）

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update



構造を背景に世界の食料安全保障に与える多様

な影響を理解するには，その波及経路にあるリ

スクについて理解する必要がある。具体的には

貿易関連リスク，価格関連リスク，物流リス

ク，生産リスク，エネルギー・リスク，為替・

債務・成長のリスク，そして人道上のリスクで
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図表2 ロシア連邦の主要輸出品目 （単位：1,000 トン）

品 目 年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 合 計

小 麦
2020 2,101 1,576 3,361 4,765 605 214 2,337 4,671 5,015 4,643 4,290 4,867 38,445

2021 3,083 4,537 1,150 802 458 2,228 1,882 5,221 4,581 2,834 3,190 2,951 32,917

大 麦
2020 469 239 307 863 135 140 712 593 885 721 394 549 6,007

2021 223 404 777 368 550 77 505 564 553 292 410 433 5,156

トウモロコシ
2020 352 335 548 877 248 87 250 156 88 140 333 389 3,803

2021 374 451 982 287 551 202 134 68 79 252 351 407 4,138

大 豆
2020 93 108 210 98 76 47 138 122 100 99 123 174 1,388

2021 674 52 31 12 18 26 27 19 14 35 36 50 994

ヒマワリ種子
2020 157 201 342 72 61 10 1 2 33 204 184 106 1,373

2021 6 3 8 3 2 2 3 1 4 10 16 35 93

ヒマワリ油
2020 283 289 455 437 359 276 300 329 107 180 291 357 3,663

2021 298 297 495 375 176 143 153 374 99 92 318 292 3,112

菜 種
2020 49 61 24 28 23 12 29 77 99 138 97 77 714

2021 14 26 33 30 24 36 19 23 15 14 14 29 277

菜種油
2020 57 46 50 40 65 32 38 39 82 84 92 63 688

2021 56 41 53 68 66 53 50 64 83 91 85 92 802

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update

図表3 ウクライナの主要輸出品目 （単位：1,000 トン）

品 目 年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 合 計

小 麦
2020 924 681 1,310 1,200 1,191 257 1,239 3,701 3,710 2,156 1,191 495 18,055

2021 508 709 697 713 858 662 961 3,613 4,363 3,415 2,375 1,174 20,048

大 麦
2020 152 141 309 339 152 190 839 1,315 750 491 296 71 5,045

2021 120 61 131 25 23 64 1,097 1,658 1,016 737 435 244 5,611

トウモロコシ
2020 4,543 3,457 3,529 3,091 2,379 1,547 425 179 29 1,842 3,106 3,824 27,951

2021 1,996 2,476 2,620 2,628 2,245 1,698 962 302 165 895 3,792 4,897 24,676

大 豆
2020 333 176 122 103 53 35 9 1 57 344 301 255 1,789

2021 109 92 86 104 36 44 31 5 10 172 215 192 1,096

ヒマワリ種子
2020 5 4 4 9 10 2 3 2 8 69 38 34 188

2021 12 20 2 2 4 1 0 1 3 8 23 4 80

ヒマワリ油
2020 581 627 608 717 639 588 593 329 304 525 756 594 6,861

2021 482 484 381 391 502 325 328 202 277 434 639 690 5,135

菜 種
2020 2 2 2 5 1 4 183 880 546 316 276 164 2,381

2021 11 3 13 3 1 0 52 772 879 635 234 57 2,660

菜種油
2020 0 33 2 0 0 0 5 35 35 19 6 2 137

2021 0 0 0 0 0 0 4 47 61 35 15 2 164

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update



ある。

（1）貿易関連リスク

紛争により両国からの輸出が滞ることによ

り，世界の農産品や食料の市場では限られた供

給により輸入需要を満たすことができず需給が

逼迫，国際的な食料価格の高騰に繋がる。紛争

前に FAOが出した 2021/2022 年度の見通しで

は，ウクライナは今年 3 月から 6 月の間に約

600 万㌧，ロシア連邦は同時期に 800 万㌧の小

麦を輸出すると見込まれていた。実際には，ウ

クライナでは港湾封鎖や供給網の混乱により，

またロシア連邦では金融制裁の影響により，当

初の輸出見込みの実現は厳しいとみられる。

一方，両国が抜けた市場のギャップを穴埋め

するよう，他の生産国（欧州連合 EUやインド
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特集1 ウクライナ危機と世界経済への影響

図表4 ロシア連邦とウクライナの小麦への輸入依存度2021年 (%)

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update



など）が輸出増大するとの期待も高まったが，

その可能性は限られている。実際に，カナダや

米国などでは小麦の不作により在庫は逼迫して

いる状況だ。アルゼンチンは国内のインフレ対

策が重要な課題となっており，今季に輸出が伸

びる可能性は少ない。国際的に供給が不足し市

場が逼迫した状況に鑑み，国内供給を守り国内

のインフレに対応するために輸出を制限する国

も出てきている。このような状況は小麦を主食

とする地域の国にとり大きな不安材料だ。今

後，小麦の価格が更に上昇すると恐れて，急遽

輸入を拡大する国が出ると，すでに逼迫した市

場にさらなる圧力がかかる可能性もある。

世界有数の小麦輸入国の中でも，エジプトや

トルコ，バングラデシュ，イランなどは，これ

まで輸入の 6割以上をウクライナとロシア連邦

に依存している（過去 5 年度平均）。2021/2022

マーケティング年度では，これまでの輸入実績

に基づいた見通しの輸入量にはまだほど遠く，

現年度での各国の不足分は，660 万㌧（エジプ
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図表5 ロシア連邦産の肥料への輸入依存度2021年 (%)

出典：FAO Information Note10 June 2022 update



ト），400 万㌧（トルコ），370 万㌧（バングラ

デシュ），170 万㌧（イラン）。その他にもウク

ライナやロシア連邦産の小麦に輸入を依存する

国は多い。

トウモロコシの場合，2021/2022 年度に，ウ

クライナは更に 1,400 万㌧，ロシア連邦はさら

に 250 万㌧を輸出することが期待されていた

が，小麦同様，実現する可能性は低い。ウクラ

イナはトウモロコシ貿易の 18％を担い世界第

三位の輸出国であることから，波紋は大きい。

この供給ギャップは，中国や欧州連合 EU，エ

ジプト，トルコなどに影響を与えている。各国

の 2021/2022 年度の不足分は，1,150 万㌧（中

国），370 万㌧（EU），460 万㌧（エジプト），

160 万㌧（トルコ）と推定される。

来年度（2022/23 年）の見通しも明るくない。

現在の紛争による混乱が継続すると仮定した場

合，ウクライナの小麦輸出はすでに例年よりも

低い今年度（2021/22 年）の 50％減となり約

1,000 万㌧と推定される。トウモロコシ輸出は

32％減の 1,500 万㌧。ウクライナからの輸出が

落ち込むだけでなく，オーストラリアやアルゼ

ンチンなどでの生産が滞ると予測されることか

ら，小麦に関しては，欧州連合 EUやカナダ，

ロシア連邦などからの輸出が拡大しても，全体

では貿易は今年度よりも縮小すると予想する。

同様に，トウモロコシの場合，ブラジルの輸出

拡大よりも，アルゼンチンや米国，ウクライナ

からの輸出減の影響の方が大きい。小麦輸入国

に関しては，通常ウクライナからの輸入に依存

する国々の多くが，他の生産国から購入し，全

体の輸入量は前年度と同レベルに維持するとみ

られる。

ヒマワリ油の場合，主要輸出国であるウクラ

イナとロシア連邦からの輸出が滞ると予想され

るため，インドや欧州連合 EU，中国，イラン

やトルコなど主要輸入国への影響が予想され

る。そこで，パーム油や大豆油などの代替品輸

入に移行する輸入国も出てきている。つまり，

直接紛争の影響を受けるヒマワリ油だけにとど

まらず，より安価な代替品として他の食物油全

体に飛び火したのである。実際に今年 2 月以

降，ヒマワリ油の価格上昇と並んでパーム油や

大豆，ナタネ油の相場価格が上昇，今年 5月の

段階では，食物油類で前年よりも著しく高い価

格にある。

（2）価格関連リスク：紛争前から上昇傾向

FAOの食料価格指数5) によると，世界の食

料価格は，2020 年後半，つまりウクライナ・

ロシア紛争が起こる前から過去最高値を記録し

た今年 3月まで，ほぼ毎月のように上昇し続け

てきた（図表 6）。その後（6月現在）高止ま

りが続く。指数の計算には，穀類，植物油，乳

製品，肉類，砂糖などの 5 品目が考慮される

が，なかでもウクライナとロシア連邦の生産が

大きく貢献する穀類と植物油の価格が最も上昇

している（図表 7・8）。紛争前の 2021 年を通

して，旺盛な需要と天候不良による不作を背景

にすでに市場は逼迫，小麦と大麦の価格は前年

比で 31％も上昇していた。小麦の場合は国内

インフレ対策のため輸出制限をする国があった

ためさらに価格が上昇した。ナタネ油やヒマワ

リ油の場合は，2021 年の段階で前年比でそれ

ぞれ 65％と 63％も価格が上がっていたのであ

る。伸び悩む供給と堅調な需要が続いたことが

背景にある。ナタネ油の場合は，バイオディー

ゼル燃料への需要とも密接に関連がある。

肥料の価格も 2021 年を通して高値を更新し

ていた。最も価格上昇幅が大きかったのが窒素
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質肥料である。尿素の価格が 12ヶ月の期間で 3

倍に上昇し，リン酸質の肥料の価格も同様に上

がった。2021 年に穀物の生産物価格が上昇し

たことから，肥料の相対的な割安感が広がり需

要が増加し，その拡大した需要に影響を受け

て，肥料の価格が上昇した。一方，2021 年に

は，窒素肥料の生産に必要な天然ガス価格がエ

ネルギーの価格上昇を背景に高騰した。加え

て，新型コロナウイルス感染拡大に対応した輸

出制限や輸送費の急激な上昇により，窒素肥料

の費用がますます高くなったと言える。

では，紛争は 2022/23 年度の食料価格にどの

ような影響を与えるのか？ 異なった経済シナ

リオを利用した FAOの推定6) では，肥料価格

は原油価格の高騰により，すでに例年よりも高

価格だった 2021 年のベースラインに比べ，

13％上昇すると見込まれる。これは生産コスト

の上昇にも繋がる。その結果，小麦の貿易量は

800 万㌧から 1,600 万㌧，トウモロコシは 700

万㌧から 1,200 万㌧の縮小が推定される。した
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図表6 FAO食糧価格指数の推移（2014-16=100）

出典：FAO Food Price Index in nominal and real terms

https://www.fao.org/worldfoodsituation/foodpricesindex/en/, as per 15 June 2022

図表7 国際穀物価格指数（2014-16=100）

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update

図表8 国際植物油価格指数（米ドル/トン）



がって，小麦は 8.7％〜21.5％，トウモロコシ

は 8.2％〜19.5％，その他の油糧種子は 10.5％

〜17.9％，それぞれ価格が上昇すると試算して

いる。更に，ヒマワリ油だけでなくすべての植

物油の価格が上昇し，穀物価格の高騰により家

畜飼料の価格も上昇するなど，影響が特定の品

目を超え広く波及する恐れもある。

（3）物流リスク：輸送インフラや貯蔵施設が

利用できない

まず第一に，ウクライナ国内の輸送インフラ

や海港，貯蔵施設や加工施設が破壊され機能し

なくなる懸念がある。同国の商品輸出の 9割は

海上輸送されることから，鉄道など他の輸送方

法に代替するには限界がある。また，鉄道輸送

の場合，近隣諸国の貨車が足りないこと，ポー

ランドなど EU諸国との鉄道の線路幅が異なる

ことなどが課題として残る。現段階では毎月約

50 万㌧の農産物が代替ルートで輸送されてい

るが，仮にその能力が一日 150 万㌧まで向上し

たとしても，紛争前までの海上輸送の能力には

及ばない。

また紛争の影響を受け，黒海地域を航行する

船舶の保険料が値上がりしている。それによ

り，すでに以前から高価な海上輸送料が一層押

し上げられ，最終的に輸入者が支払う食料の国

際取引価格に上乗せされる。トルコ海峡は，ウ

クライナやロシア連邦，カザフスタンなどの国

際穀物貿易の重要な通過地点である7)。中東や

北アフリカ地域などがロシア連邦産やウクライ

ナ産の小麦に依存するのも，この地理的な近

さ，ひいては輸送費の安さのためであった。ゆ

えに物流リスクの影響をまともにうけるのは，

主に中東や北アフリカ地域の国々である。

穀物や油糧種子の輸出を手掛ける国際的な企

業の多くは，従業員の安全のため，紛争勃発と

同時にウクライナ国内での事業を中断してい

る。また，仮に事業展開が可能な状況であって

も，輸出のための海港へのアクセスがないた

め，ウクライナ国内での輸出事業の回復が進ん

でいない状況にある。ロシア連邦でもウクライ

ナでも，輸出が遅れると貯蔵施設，特にサイロ

が必要となる。紛争前にはウクライナ全土に，

穀物エレベーターと呼ばれる大穀物倉庫が

1,378基稼働，計 5,700 万㌧を超える穀物を維

持する能力を持っていた。しかし，現在，同国

の貯蔵能力の 15％は政府の支配地域の外側に

位置する。

穀物に比べ，油糧種子は貯蔵できる期間は短

い。実際，油の収量を最大にするためには，収

穫直後に圧搾することがのぞましいといわれる

ほどだ。輸出の遅れがリスクを拡大する所以で

ある。ウクライナ国内には，穀物エレベーター

や油糧種子の圧搾施設が各地に点在する。概し

て，重要な輸送インフラや海港の近くが集積地

点となっているため，紛争により損壊するリス

クが高い。小規模の圧搾施設も地方に点在する

が，最新技術を利用していないため，油糧種子

の多様な種類に対応できない状況である。

（4）生産リスク

①ウクライナでの穀物生産の課題

冬小麦の収穫は 7 月に始まる。ロシア連邦で

もウクライナでも，昨年秋には平均を超える面

積で作付けが行われた。その後，十分な量の降

雨と適度な積雪に恵まれ，小麦の生育は良好で

ある。

紛争勃発当初には，紛争により，多くの避難

民が出ることや，インフラの損壊，移動制限，

農地での耕作や収穫や販売ができなくなること

38 世界経済評論 2022年9月10月号

特集1 ウクライナ危機と世界経済への影響



が懸念された。さらに，水やエネルギー，輸

送，市場，銀行など，必要不可欠な公共サービ

スが中断することにより生産にさらに悪影響が

出ると見られていた。しかし，4月ごろから活

発な戦闘地域は東部に集中するようになり，農

業を含む経済活動は再開している。農地に戻っ

て最初の課題は，農地に残された不発弾を処理

することである。それが完了して初めて冬穀物

への施肥や春穀物の整地に着手できる。

2022/23 年度の生産見通しは，ロシア連邦も

ウクライナも良好と予測されるが，現況のウク

ライナでの収穫には不安定要素がつきまとう。

肥料価格は高いが，ウクライナの大規模農家は

あらかじめ肥料を入手していたようである。ウ

クライナ政府によると，備蓄により肥料と穀物

保護製品のニーズの 75％には対応できると推

定されるが，実際に農地に近づけなかったり，

燃料が不足するなどの理由から利用できない地

域もある。ウクライナ現地の情報によると，農

地が紛争によって破壊されることや農地に近づ

けないこと，経済的な理由などから，冬作物の

収穫ができない地域は全体の 28％と推定され

ている。これは，小麦やライ麦，大麦などの冬

穀物を作付けした 760 万ヘクタールの農地のう

ち，550 万ヘクタールしか収穫ができないとい

うことになる。一方，冬作物の収量も平均値よ

りも 10％落ち込むと予想される。これは，施

肥が不十分であったり害虫や病気への対処がで

きなかったことによる。また，労働力が不足す

るため収量が落ちたり，収穫後のロスに繋がる

可能性もある。そして最終的に，軽油が入手可

能かどうか，が収穫量を左右する。ちなみにこ

れまで軽油は，ロシア連邦やベラルーシから，

そして黒海に入るタンカーを通じて輸入してい

たが，現在では困難な入手ルートだ。

ウクライナでの春作物の作付けは 4月に開始

した。6月初め現在，春作物の作付けが行われ

たのは 1,320 万ヘクタール，2021 年の同時期

の 78％に該当する。作付けに関するデータは

まだ最終化していないが，6月初め現在でのヒ

マワリの作付けは前年を 30％下回ると言われ

ている。同国政府の見通しによると，春作物の

約 50％の面積の作付けはほぼ確実だが，さら

なる 20％に関しては不確定で，残りの 30％は

かなり可能性が低いとしている。

②アフリカ豚熱の拡散

ウクライナ国内および近隣諸国で，アフリカ

豚熱の広がりが懸念される。これは，致死率の

高い伝染病だが，有効なワクチンがないため，

養豚場での飼養衛生管理が特に重要である。こ

れまで，ウクライナを含めた同地域での感染の

確認はあったが，ウクライナでは過去 10 年間，

疾病の管理制御が成功していた。しかし，紛争

により，家畜のための医薬品や飼料の供給網が

寸断されるとともに，畜産業に従事する人々や

動物衛生管理者が減少しており，動物衛生の動

向調査と対策を通常通り実施することができな

い。人の移動とともに豚製品の移動も広がるこ

ととなり，また，放置された豚や野生のイノシ

シの動きが広がることにより，疾病が国境を越

え近隣諸国に広がる可能性もある。紛争は，ウ

クライナ国内だけでなく，近隣諸国の動物衛生

にも影響を与えているのである。

③輸入投入材に依存するロシア連邦農業

短期的にはロシア連邦の農業生産には大きな

変化は見られないが，制裁が直接的，また間接

的に同国の農業セクターに経済損失をもたらす

可能性はある。輸出市場を失ったことや金融
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サービスの利用制限により，農家の所得が抑制

されるリスクがあり，将来の作付け判断にマイ

ナスの影響を与えるかもしれない。

ロシア連邦農業は，投入集約的な大規模農業

経営のもと，小麦やトウモロコシなどの農産物

を生産し海外の市場に供給するのが特徴であ

る。生産には，大量の国産肥料と輸入された種

子や農薬を利用する。農業投入材の輸入先とし

ては欧州連合 EUが重要な位置を占めているた

め，ロシア連邦の農業生産は制裁による大きな

影響を受ける可能性がある（図表9）。

投入材の供給が減り生産性の低い品種を利用

することから，収量と品質が低下するかもしれ

ない。これは，国内や海外での供給量に影響し

国際的な食料価格を更に押し上げることにも繋

がり，世界の食料安全保障にさらなるリスクを

投げかける可能性が否めない。

（5）人道上のリスク

①ウクライナ国内の影響

紛争によりウクライナにおける人道上のニー

ズは高まる一方である。国連は 6月現在，支援

を必要としている人が 1,570 万人にのぼると推

定しており，国内避難民は 710 万人（2022 年 5

月）で 2月以来国境を越えた人は 750 万人8) を

超える。難民・避難民に注目しがちだが，人口

の 8 割は国内にとどまって生活している。他

方，ウクライナ北部出身者のなかには帰還する

人も増えており，今後，生計を支える農業支援

がますます重要になる。

一般に，紛争により通常の経済活動が中断さ

れたため，同国の家計は打撃を受けている。ま

た，安全の問題，電力不足，インフラの損壊な

どから，物資の供給網が通常通りに機能しな

い。ウクライナでもロシア連邦でも紛争前から

食料価格は上昇していたが，その後，ウクライ

ナでは 22.4％（4 月），ロシア連邦では 20％

（5月）の上昇率を記録している。紛争が長期

化すれば食料価格は高止まりし，地域住民の購

買力低下に繋がり，食料不安や栄養不良が進む

と懸念される。

②世界の食料安全保障への深刻な影響

前述の通り，世界は，ウクライナ・ロシア紛

争前から飢餓人口増加という大きな課題を抱え

ていた。今年 5月に発表した食料危機のグロー
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図表9 ロシア連邦の農薬と種子の輸入（2021）

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update



バル報告書9) も，紛争の前年 2021 年で，1 億

9,300 万人が緊急の食料不安に直面したと指摘

しており，過去 6 年間にかけて上昇してきたこ

とに強い警鐘を鳴らした。

すでに食料価格や投入材の価格が高騰し不安

定な状況で，世界の主要食料輸出国二カ国が関

連する紛争が激化することにより，世界や各国

の食料安全保障にさらに悪影響が出るという重

大な懸念が広がる。今後，ロシア連邦やウクラ

イナからの食料輸出が突然あるいは長期間減少

した場合，国際的な食料価格をさらに突き上げ

る圧力となり，低所得食料不足国に一層の悪影

響を与えることとなる。他の生産国からの輸入

に代替するにも，輸送や取引のコスト増が負担

となる。増加した輸入コストを負担できない輸

入者もいる。高騰する食料価格から消費者を守

るために補助金を出す国もあるが，財政への負

担は非常に大きい。したがって，輸送費を含め

て比較的無理のない価格帯で，小麦を供給して

くれる輸出元を確保することは，財政収支を安

定させるためにも極めて重要だ。また，食料価

格上昇により，先進国や発展途上国の低所得層

の家計はとりわけ甚大な影響を受ける。それ

は，他の所得層よりも家計に占める食費の割合

が高いからだ。限定された所得で上昇する食料

価格に対処するため，教育費や電力，医療費な

どの支出を抑え，食事を抜いたり栄養価の低い

安価な食料を購入するなど，負の対処戦略に

うったえるようになってしまう。

では紛争により，実際に世界の食料安全保障
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図表10 世界の飢餓人口（単位：100 万人）

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update

図表11 飢餓人口増加の地域分布

出典：FAO Information Note 10 June 2022 update



はどう変わるのであろうか？ FAOが発表し

たシナリオ分析によると，世界の飢餓人口は

2022/23 年度には新たに 760 万人から 1,310 万

人，最悪の場合は 1,900 万人増加する10) とし

ている。図表 10，11のように，紛争の影響

で飢餓人口が上乗せされ，SDG2 の目標である

飢餓の撲滅がさらに遅れるおそれがある。

2026/27年度まで影響が継続するとする中期的

シナリオでは，飢餓人口はさらに 810 万から

1,120 万人増加と推定する。

3．エネルギーと食料の密接な関係

ロシア連邦は世界のエネルギー市場で主要な

役割を果たしている。特に先進国において，農

業は極めてエネルギー集約的な産業であるた

め，この紛争に伴うエネルギー価格の高騰によ

る影響は免れない。農業は，直接的に燃料やガ

ス，電気を利用するだけでなく，間接的には肥

料や殺虫剤，潤滑油などのアグリケミカルを利

用することにより，大量のエネルギーを消費し

ている。また収穫された農産物を処理・加工す

る段階でもエネルギーを必要とする。エネル

ギー価格上昇は肥料などの投入材の価格を押し

上げ，農業の生産コストを上昇させ，ひいては

食料価格の上昇をもたらす。

エネルギーは 2つの経路を通じて食料市場の

価格に影響を与える。まず，肥料やその他のエ

ネルギー集約的な農業投入材の価格が上がると

生産コストが上がる。ところが，この生産コス

トの上昇分に見合うだけ生産した農産物の価格

があがらない場合は，農家にとって利益がな

い。その結果，将来の生産では投入材の利用を

控えるため，収量や品質の低下を免れることが

できなくなる。その結果，食料価格が更に上昇

するリスクが生じるのである。

2つ目はバイオエネルギー原料としての農産

物への需要によるものである。エネルギー価格

の上昇はバイオエネルギーの原料としての農産

物（特にトウモロコシ，砂糖，油糧種子）の需

要を高める。エネルギー市場の規模は食料市場

よりも大きく，食料価格はバイオエネルギー市

場で求められる農産物価格と同程度まで引き上

げられてしまう。欧州やアメリカで，天然ガス

の価格が歴史的に高い水準で推移している状況

では，2022 年以内に肥料の価格が下がるとは

思われない。このように，エネルギー価格の動

向は食料生産とバイオエネルギー原料という 2

つの経路を通じて，食料市場と密接に関係して
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図表12 砂糖価格と原油価格の推移（2014-16=100）

出典：FAO Information Note 10 June 2022



いるのである。

4．為替レート，債務，成長のリスク

経済制裁などにより，ロシア連邦の通貨ルー

ブルは大きく変動している。また，紛争の影響

で経済にも影響がでている。海外からの送金が

国内総生産の大きなシェアを占める中央アジア

諸国では，ロシア連邦での経済活動の低下が経

済面での連鎖反応をもたらしている。例えば，

キルギス共和国の 2021 年の海外からの送金は

GDPの 32.8％を占め，その 8割以上はロシア

連邦からの送金から成り立っていた。2022 年

の送金額は 32％低下すると予想される。この

紛争の世界経済への現段階での影響は，いまだ

不確実であり様々な要因に左右される。しかし

新型コロナウイルスの感染拡大によって引き起

こされた世界の不況から立ち直ろうとしている

今この時に，最も脆弱な国や人は経済成長の鈍

化とさらなるインフレにより大きな打撃を受け

ると予想される。

農業は多くの発展途上国にとり経済の屋台骨

である。また途上国の多くが米ドル建ての債務

に依存しているのが現状だ。そのため米ドルに

対し自国通貨安が続くと，農業食料セクターを

含めて自国経済に著しいマイナス影響が及ぶ。

世界銀行11) によれば，2020 年の段階で，世界

の低所得国が抱える債務負担は新型コロナ感染

拡大の影響への対策などから 12％増え，過去

最高の 8,600 億ドルに上っている。すでに負担

が増大しているところに紛争のインパクトが

やってくるのである。

国際通貨基金（IMF）は今年 4月，ウクライ

ナ・ロシア紛争の影響で世界経済が減速する，

との見通しを明らかにした12)。ウクライナの

GDP成長率 はマイナス 35％，ロシア連邦もマ

イナス 8.5％と大きく下方修正された。また世

界銀行は今年 6月，ロシア連邦のウクライナ侵

攻により，世界経済活動の後退は加速し 2022

年の成長率は 2.9％と予想，2021 年の 5.7％か

ら低下すると発表した13)。特にインフレと景

気停滞が共存するスタグフレーションの影響に

ついては，1970 年代と比較考察するなど注意

を払っている。

実際に今年 4月，世界のインフレ率が 7.8％

となり 2008 年以来の高水準を記録した。紛争

の影響を受け供給不足と物流の混乱が起こり，

すでに急上昇していた 2020 年のレベルに追い

打ちをかける形でさらに価格が上がり，世界的

なインフレ圧力となっている。ほぼすべての地

域で成長の鈍化が予測されるなか，農産物や食

料への国際的な需要に悪影響を及ぼし世界の食

料安全保障をも脅かすと予想される。このよう

な成長鈍化の状況で，もし世界の軍事費が増加

するようなことになれば，貧困撲滅や環境など

持続可能な開発目標（SDGs）実現のための資

金が目減りする可能性もあり，大きな懸念材料

だ。

Ⅲ 食料安全保障を守るために

農産物の主要輸出国二カ国が関わるこの紛争

は，食料と農業投入材の価格がすでに高騰して

見通しの立たない不安定な時期に起こった。ロ

シア連邦とウクライナの場合，紛争により農業

生産には歯止めがかかり，限定された経済と価

格上昇の影響もあいまって，地元住民の購買力

が低下する可能性がある。ロシア連邦やウクラ

イナからの輸出が突然そして長期間減少するこ

とになれば，国際的な食料価格上昇に向けてさ

らなる圧力がかかり，特に低所得食料不足国に
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大きな負担がかかると懸念される。その後，国

際的に取引される食料品の価格はさらに上昇，

その他の食料品セクターにも飛び火すること

で，世界の飢餓人口をさらに押し上げる恐れが

ある。このような事態を避けるために，FAO

は加盟国に次のような政策を奨励している。

（1）食料と肥料の貿易を国際的に開かれたもの

として維持する。既存の作物や家畜，食品加

工施設やあらゆる物流網を保護するなど，供

給網が滞りなく機能し続けるよう留意する。

（2）新しい食料の供給源を探し同時に多様化を

はかる。ウクライナやロシア連邦からの食料

輸入に依存する国は，紛争によるショックに

立ち向かうことができなければならない。食

料備蓄や国内生産を多様化することにより健

康的な食事に必要な食料の供給も実現でき

る。

（3）国内避難民など脆弱的な立場にいる人々を

支援する。ウクライナの国内の食料生産体制

を維持し，食料や農産物の供給網を支援し，

食料や栄養に関するデータを収集分析する。

（4）難民など脆弱的な立場にいる人々を守るた

め，社会保護制度を拡充し支援を強化する。

ウクライナ政府の情報システムとリンクする

ことで，国内避難民だけでなく，海外にいる

難民や，紛争による被害者に対し，社会保護

の手が行き渡るようにする。必要に応じ難民

受入国の社会保障制度の対象を拡大したり，

雇用機会へのアクセスを容易にする。

（5）最も脆弱的な立場の人々を守るため，食料

価格や食料不安などの状況をモニタリング

し，予知と早期活動に心がけ，的を絞った社

会保護の手を差し伸べる。

（6）場当たり的な政策を避ける。自国の政策が

国際市場に及ぼしうるマイナスの影響も含め

て，長期的な視点から慎重に検討する。

（7）アフリカ豚熱の拡大を抑え込む。早期発

見，迅速な報告や封じ込めなどに努めるとと

もに，すべての地域におけるバイオセキュリ

ティーの改善を手掛ける。

（8）市場の透明性と対話を強化する。農産物市

場が不確実な状況で市場の混乱に対処するた

めに必要で，それにより市場が適切に機能を

続け円滑な取引が実現することで世界の食料

安全保障を守ることができる。

ウクライナ・ロシア紛争は，様々なリスクを

介して，世界の食料安全保障に重大な影響を与

える。適切な政策や協力により世界の食料安全

保障への影響が予想よりも軽微であることを願

うとともに，一日も早い紛争終結を祈るのみ

だ。
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